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税務情報 

金融庁 － 過大支払利子税制に関する照会文書の公表 

金融庁は 6月 24日、過大支払利子税制に関し、財務省に制度の趣旨目的等を確
認しつつ、国税庁にその取扱いについて照会を行った結果を以下のページにお
いて公表しました。 

 対象純支払利子等に係る課税の特例（いわゆる「過大支払利子税制」）に
関する照会文書の公表について

過大支払利子税制（措法 66 の 5 の 2）は、所得金額に比して過大な利子を支払
うことを通じた租税回避を防止し、日本の課税ベースの侵食を防止するために
設けられている制度です。そして過大支払利子税制の対象となる「対象支払利
子等の額」（措法 66 の 5 の 2②一）の算定の基礎とされる「支払利子等」には、
「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」が含まれています（措法 66 の 5 の
2②二、措令 39 の 13 の 2②）。 

上記のページに掲載されている照会文書（PDF 426KB）では、「経済的な性質が
支払う利子に準ずるもの」の意義について、たとえば以下のように整理されて
います。なお、国税庁より、この照会文書については金融庁の見解のとおりで
差し支えないとの回答を得ているとのことです。 

【租税特別措置法と OECD/G20 の BEPS プロジェクトの行動 4（利子控除制限
ルール）に係る最終報告書との関係】

 日本の過大支払利子税制は、OECD/G20の BEPSプロジェクトの行動 4（利
子控除制限ルール）に係る最終報告書の勧告を踏まえたものであることから、
「支払利子等の額」の範囲は最終報告書に対応しており、また、「支払利子
等」に「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」を含めていることは最終
報告書の趣旨と整合している。

【「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」に該当する金融取引】 

《総論》 

 取引全体の目的や性質から見て金融派生商品取引やヘッジ手段に係る「みな
し利子額」と「借入」という企業の資金調達との関係が経済的に密接である
場合に、その支払われる「みなし利子額」が、「経済的な性質が支払う利子に
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準ずるもの」に該当する。 

 たとえば、融資に伴う将来の金利変動リスクをヘッジする目的で締結された
金利スワップ契約により支払われる金員は、融資に係る支払利子の金額に直
接の影響を与える金利変動に係るリスクの回避を目的とする点で、一般的に
は資金調達と金利スワップ契約とが経済的に密接な関係にあると評価でき
ることから、「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」に該当するが、こ
うした関係が認められない金利スワップについてまで、一律に「経済的な性
質が支払う利子に準ずるもの」に該当するわけではない。 

《留意すべき事項》 

 上記の例は一般論を示したものであり、一連の取引全体を俯瞰したうえで、
判断の対象となる取引が実質として資金調達との間で経済的に密接な関係
を有するものか否かの検討を通じ、「経済的な性質が支払う利子に準ずるも
の」に該当するかどうかの判断がなされる。 

 「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」に該当するか否かは、判断の対
象となる取引の経済的な性質に着目して判定される。したがって、たとえば、
法人の会計処理において「支払利息」等の勘定科目で計上されているからと
いって直ちに「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」に該当するもので
はない。 

 経済的な性質に着目する結果、「経済的な性質が支払う利子に準ずるもの」
には、消費貸借契約に係る利息を始めとした法的な意味での借入れの利子よ
りも幅広いものが該当する可能性がある一方で、授受される金員の算定にあ
たって市中金利を参照する（たとえば、為替の先物相場は直物相場をもとに
2通貨間の金利によって決められており、金利の計算要素が含まれる）など、
取引の一部において金利の計算要素を考慮することのみをもって、「経済的
な性質が支払う利子に準ずるもの」を生じるものと判断されるわけではない。 
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